
若者定住促進事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 5,152 

諸収入 0 

その他 0 計 11,930 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 5,152 

一般財源 6,778 

その他財源の内訳

市長段階査定額 11,930 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】広域連携係 0857-30-8013

【１２次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　人口減少・少子高齢化が進行する中、鳥取市をはじめ麒麟のまち圏域が連携し、将来にわ
たって継続・発展していくための、若者定住につながる施策に取り組むことが求められてい
る。現在、「すごい！鳥取市婚活サポートセンター」の対象者を麒麟のまち圏域に拡大し
「麒麟のまち婚活サポートセンター」として運営している。

【事業の目的及び効果】
　結婚を希望する男女の「婚活」を支援することにより、結婚による若者の定住を促進
し、圏域の人口増加を図る。

【事業の内容】
　麒麟のまち婚活サポートセンターの運営を委託し、出会いの機会の創出を図るととも
に、成婚へつながるようサポートを行う。
　・婚活・カップル対象イベントの開催
　・会員対象サークル活動
　・各種セミナーの開催　など

【事業の実績】
　　　　　　　　    ［事業費］ ［会員数］［ｶｯﾌﾟﾙ成立数］［成婚者］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 (内会員同士)
　令和５年度　　    9,286千円  　2,373人　　 100組　　　 21人（１組）
　令和６年度　　　 12,683千円    2,560人      77組　     22人（４組）
　令和７年度　　　　9,906千円　  2,755人　　　38組　　 　19人（１組）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※令和７年度は12月末実績
　
　　会員同士の成婚数　累計48組（平成26年度～令和７年12月末）

　※その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 10,106 

本年度要求額 11,930 

総務部長段階査定額 11,930 

企００１ 項　　目　　名

予算書項目 総合企画費 ページ 167

企画推進部
政策企画課年度 R8

若者による地方創生政策推進事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 928 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 171 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 757 

その他財源の内訳

市長段階査定額 928 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012

【１２次総の施策体系】3201

【事業の経過及び背景】
　本市では、平成27年度から始まった地方創生の取組を受けて、従前の「鳥取市若者会
議」を見直して、平成28年４月から、若者の視点による地方創生に向けた取組の深化を図る
ことを目的に、「とっとり若者地方創生会議」を設置している。

【事業の目的及び効果】
　若者自らが、地方創生に関する調査・研究を行い、若者の視点による必要な施策を市に提
言することで、本市の地方創生に向けた取組の進化を図る。

【事業の内容】
　公募や団体推薦により集まった若者により「とっとり若者地方創生会議」を組織し、年間
を通じた会議や視察、イベントなどの調査・研究活動を通じて、若者定住やまちの賑わいづ
くりに資する施策を取りまとめ、市に提言する。
　・会議の開催　　　　　　　　　　20回
　・補助金を活用した事業の実施　　１回

【事業の実績】
　　　　　　　　　　［事業費]　　　　　　　　［委員］　　　　　　       ［会議］
　令和５年度　　　　　402千円 ９名（大学生７名・専門学校生２名）          25回
　令和６年度　　　　　559千円 ９名（大学生７名・専門学校生２名）          29回
　令和７年度（見込み）849千円 13名（大学生８名・大学院生２名・社会人３名）20回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※会議の回数には成果発表会１回を含む。

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 857 

本年度要求額 928 

総務部長段階査定額 928 

企００２ 項　　目　　名

予算書項目 総合企画費 ページ 167

企画推進部
政策企画課年度 R8



麒麟のまち創生推進事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 211 

諸収入 0 

その他 0 計 3,139 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,193 

地方債 0 

その他 211 

一般財源 1,735 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,139 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】広域連携係 0857-30-8013

【１２次総の施策体系】0101

【事業の経過及び背景】
　鳥取市と岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、香美町、新温泉町の１市６町は、連携中枢都
市圏を形成し、人口減少・少子高齢社会にあっても、圏域の持続的発展を目指し、広域連携
による取組を進めている。

【事業の目的及び効果】
　麒麟のまち創生戦略会議と連携中枢都市圏ビジョン懇談会による連携中枢都市圏ビジョン
の進捗管理を行う。
　また、圏域住民の地域愛着度向上を目的として、圏域住民に向けた圏域各市町の相互理解
を図るエリアプロモーションに取り組む。

【事業の内容】
・麒麟のまち創生戦略会議の開催　　　　３回
・連携中枢都市圏ビジョン懇談会の開催　２回
・エリアプロモーション事業
　麒麟のまち聖地巡礼デジタルスタンプラリー　2,608千円

【事業の実績】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［エリアプロ
　　　　　　　　　　　［事業費］［創生戦略会議］［ビジョン懇談会」モーション］
　令和５年度　　　　 　2,836千円　　　３回　　　　　２回　　　　　2,512千円
　令和６年度　　　　　 3,232千円　　　３回　　　　　２回　　　　　2,986千円
　令和７年度（見込み） 3,574千円　　　３回　　　　　２回　　　　　3,014千円

　※その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 3,574 

本年度要求額 3,139 

総務部長段階査定額 3,139 

企００３ 項　　目　　名

予算書項目 総合企画費 ページ 167

企画推進部
政策企画課年度 R8

環境大学運営費交付金
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 657,085 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 68,200 

その他 0 

一般財源 588,885 

その他財源の内訳

市長段階査定額 657,085 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012

【１２次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　地方独立行政法人法第42条第１項の規定に基づき、公立鳥取環境大学の共同設置者の鳥取
県と鳥取市は、同大学に対して運営費交付金等を交付している（鳥取県及び鳥取市の負担額
は1/2ずつ）。

【事業の目的及び効果】
　公立鳥取環境大学の安定的な運営を図るとともに、授業料等への支援が必要な学生の経済
的負担の軽減を図る。

【事業の内容】
　大学運営に必要な経費の一部について運営費交付金を交付するとともに、大規模な修繕等
の経費に対して施設整備費補助金を交付する。また、高等教育の修学支援新制度に係る経費
に対して授業料等減免費交付金を交付する。
　・運営費交付金　　　　  481,947千円
　・施設整備費交付金　　　 68,346千円
　・授業料等減免費交付金　106,792千円

【事業の実績】
　　　　　　　　　　　[運営費交付金]　[施設整備補助金]　[授業料等減免費交付金]
　令和５年度　　　　　　430,591千円　　　 39,802千円　　　　41,390千円
　令和６年度　　　　　　502,225千円　　　 19,673千円　　　　43,823千円
　令和７年度（見込み）　495,737千円　　　 42,311千円　　　 106,792千円

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 625,612 

本年度要求額 657,085 

総務部長段階査定額 657,085 

企００４ 項　　目　　名

予算書項目 公立大学法人運営事業費 ページ 169

企画推進部
政策企画課年度 R8



明治大学連携事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,035 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,035 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,035 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012

【１２次総の施策体系】3201

【事業の経過及び背景】
　明治大学は、創立者出身地の３地域（鳥取県・天童市・鯖江市）と連携協力に関する協定
を締結し、連携を推進している。明治大学の前身である明治法律学校の創立者の１人であ
り、初代校長を務めた岸本辰雄氏が鳥取市出身であることから、平成28年11月13日に鳥取市
と明治大学の連携協力に関する協定書を締結した。

【事業の目的及び効果】
　本市の有する歴史・文化・産業・自然と、明治大学の有する知的財産・人材を有機的に活
用することで、相互の交流と発展を図る。

【事業の内容】
・教育分野
　明治大学の教員による市民向け連携講座の開催
・地域連携分野
　明治大学「創立者出身地への学生派遣プログラム」の受入
・その他の分野
　創立者３地域連絡会への参加
・協定締結10周年記念事業
　本市と明治大学とのゆかりの人物に関するパネル展・特別講座の開催

【事業の実績】
　 　　　　　　　　　　［事業費］
　令和５年度　　　　　　249千円（連携講座２回、学生派遣１回、連絡会１回）
　令和６年度　　　　　　338千円（連携講座２回、学生派遣１回、連絡会１回）
　令和７年度（見込み）　339千円（連携講座２回、学生派遣１回、連絡会１回）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 339 

本年度要求額 1,035 

総務部長段階査定額 1,035 

企００５ 項　　目　　名

予算書項目 明治大学連携事業費 ページ 169

企画推進部
政策企画課年度 R8

まちなか交流広場管理費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 2 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 14,277 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 161 

地方債 0 

その他 2 

一般財源 14,114 

その他財源の内訳

市長段階査定額 14,277 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012

【１２次総の施策体系】3402

【事業の経過及び背景】
　市役所旧本庁舎跡地に整備を進めている緑地広場やイベント広場、駐車場を備えた「鳥取
市まちなか交流広場」は令和８年３月の供用開始を予定している。

【事業の目的及び効果】
　鳥取市まちなか交流広場の管理運営を行うことで、市民の交流を推進し、中心市街地の賑
わい創出を図るとともに、市民の防災意識の高揚に資する。

【事業の内容】
　鳥取市まちなか交流広場の運営管理を、指定管理者への委託と直接管理により行う。

１　指定管理
（１）指定管理者：一般財団法人鳥取市教育福祉振興会
（２）指定期間　：令和８年３月１日～令和11年３月31日（３年１か月）
（３）業務範囲　：施設、設備の維持管理業務（施設の清掃、植栽管理等）
　　　　　　　　　施設使用に関する業務等
（４）委託料　　：8,713千円
　財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

２　直接管理
（１）光熱水費・駐車場機器管理費・Ｗｉ－Ｆｉ管理費等：5,564千円

【事業の実績】
　　　　　　　　　  　［指定管理］　［直接管理］　［合計］
　令和７年度（見込み）　  829千円　　   837千円　  1,666千円

　※その他財源の使用料は、広場使用料・駐車場使用料

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 1,653 

本年度要求額 14,414 

総務部長段階査定額 14,277 

企００６ 項　　目　　名

予算書項目 まちなか交流広場管理費 ページ 169

企画推進部
政策企画課年度 R8



市政広報費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 209 

その他 0 計 56,449 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 209 

一般財源 56,240 

その他財源の内訳

市長段階査定額 56,449 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】広報室 0857-30-8008

【１２次総の施策体系】0104

【事業の経過及び背景】
　市民が様々な場面や手段で市政情報を容易に取得できるよう、ケーブルテレビ、新聞、テ
レビ、ラジオ、ＳＮＳなど様々なメディアを活用して情報提供を行っている。

【事業の目的及び効果】
　様々なメディア・ＳＮＳ等が持つ特性を生かし、市政情報を市民に発信することは、本市
の広報戦略上重要な課題であり、効果的な情報発信・提供を行い、市政情報の市民への浸透
を図る。

【事業の内容】
（１）ケーブルテレビ：行政情報番組を毎週金・土曜日に30分放送
　　　　　　　　　　　延べ20回×年50本。その他企画番組
（２）新聞等：記事下・折込み広告等に市政情報を掲載。市長鼎談記事を年１回掲載
（３）テレビ：スポットＣＭ及び企画番組
（４）ラジオ：ＦＭ鳥取の番組（市政広報、イベント情報など）
（５）ＳＮＳ：ＬＩＮＥ、ＹｏｕＴｕｂｅ動画等を活用した市政関連情報の発信

【事業の実績】
　令和５年度　　55,940千円
　令和６年度　　55,623千円
　令和７年度　　69,410千円（見込み）

　※その他財源の諸収入は、広告料収入

款 総務費

項 総務管理費

目 文書広報費

前年度当初予算額 69,410 

本年度要求額 58,914 

総務部長段階査定額 56,449 

企００７ 項　　目　　名

予算書項目 市政広報費 ページ 163

企画推進部
秘書課年度 R8

国際交流費
新規
事業 ○

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 6,333 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 6,333 

その他財源の内訳

市長段階査定額 6,333 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】都市交流係 0857-30-8022

【１２次総の施策体系】0104

【事業の経過及び背景】
　姉妹都市である韓国・清州市やドイツ・ハーナウ市、交流都市である中国・延辺朝鮮族自
治州、本市に縁のあるブラジル鳥取県人会などとの国際交流を推進している。これまでに培
われた関係性を基盤としつつ、経済をはじめとする幅広い分野において交流の拡大・深化を
図る必要がある。

【事業の目的及び効果】
　官民が連携しつつ、姉妹都市や交流都市などとの交流を推進することにより、市民の国際
意識の高揚、相互理解の増進、関係・交流人口の拡大を図るとともに、外国人住民支援団体
などとの連携を深めることにより、多文化共生のまちづくりの推進を図ることで、地域の活
性化につなげる。

【事業の内容】
（１）国際姉妹・交流都市などとの連携調整、交流事業の実施
　　・ブラジル鳥取県人会創立75周年・会館建設30周年記念式典、
　　　第二アリアンサ鳥取村入村100周年記念式典への参加≪新規≫
　　・ハーナウ市民訪問団歓迎≪新規≫
（２）外国人住民支援団体等との連携

【事業の実績】
　令和５年度　 交流事業　（ハーナウ関係）市民団体のオンライン交流会
　　　　　  　　　　　   （清州市関係）市民団体の鳥取市訪問、文化交流など
　令和６年度 　交流事業　（ハーナウ関係）市民団体のオンライン交流会
　　　　　  　　　　　   （清州市関係）市民団体の清州市訪問、文化交流など
　令和７年度　 交流事業　（ハーナウ関係）市民団体のオンライン交流会
　　　　　　　　　　　   （清州市関係）市民団体の鳥取市訪問、文化交流など

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 1,118 

本年度要求額 7,122 

総務部長段階査定額 6,333 

企００８ 項　　目　　名

予算書項目 国際交流促進費 ページ 167

企画推進部
文化交流課年度 R8



国内都市交流総合推進費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,095 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,095 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,095 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】都市交流係 0857-30-8022

【１２次総の施策体系】0104

【事業の経過及び背景】
　姉妹都市である北海道釧路市、兵庫県姫路市、山口県岩国市、福島県郡山市、歴史的なつ
ながりや共通するテーマなどがある他都市、各地域の県人会などとの交流を推進している。
これまでに培われた関係性を基盤としつつ、経済をはじめとする幅広い分野において交流の
拡大・深化を図る必要がある。

【事業の目的及び効果】
　官民が連携しつつ、姉妹都市などとの交流を促進することにより、相互理解の増進、関
係・交流人口の拡大を図ることで、地域の活性化につなげる。

【事業の内容】
　国内姉妹都市をはじめ、関西圏や近隣都市、各県人会との交流事業
　・鳥取市施設入館無料キャンペーン（姉妹都市市民向け）
　・お城まつりにおける姉妹都市物産展受入　・各県人会総会参加

【事業の実績】
　令和５年度　4,622千円
　・各県人会総会参加、釧路市と姉妹都市提携60周年記念事業、郡山市と和紙交流
　・お城まつり物産展受入、鳥取市施設入館無料キャンペーン（釧路・姫路市市民）
　令和６年度　1,437千円
　・各県人会総会参加、郡山市制施行100周年記念式典参加、郡山市と和紙交流
　・お城まつり物産展受入、鳥取市施設入館無料キャンペーン（国内姉妹都市市民）
　令和７年度　5,082千円（見込み）
　・各県人会総会参加、岩国30周年・郡山市20周年姉妹都市提携周年記念事業、
　　郡山市と和紙交流
　・お城まつり物産展受入、鳥取市施設入館無料キャンペーン（国内姉妹都市市民）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 5,082 

本年度要求額 1,251 

総務部長段階査定額 1,095 

企００９ 項　　目　　名

予算書項目 国内交流推進費 ページ 167

企画推進部
文化交流課年度 R8

文化振興費
新規
事業 ○

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 3,779 

諸収入 0 

その他 0 計 5,209 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 348 

地方債 0 

その他 3,779 

一般財源 1,082 

その他財源の内訳

市長段階査定額 5,209 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3301

【事業の経過及び背景】
　少子・高齢化の進行などにより、文化芸術団体の構成員や伝統文化の保存団体が減少して
いる。地域の文化芸術活動の持続・発展のため、活動者に対する支援や新たな担い手を発
掘・育成していく必要がある。

【事業の目的及び効果】
　文化芸術団体などの活動に対する支援を行うとともに、青少年に優れた芸術を鑑賞する機
会を提供することにより、豊かな人間性の育成や将来の文化芸術の担い手の育成を図ること
で、本市の文化芸術の持続・発展につなげる。

【事業の内容】
（１）児童生徒を対象とした文化芸術事業
　伝統芸能の鑑賞、演劇ワークショップ等
（２）文化団体の育成
　鳥取市文化団体協議会に対し、活動拠点である「文化活動ひろば」の運営管理費のほか文
化団体の組織化のため、会報制作費を支援する。また、鳥取市文化団体協議会や新市域文化
団体組織（連合体）に所属する団体の公立文化施設の施設使用料等を減額する。
（３）地元作家による作品の収蔵に関する検討会議≪新規≫

【事業の実績】
　令和５年度　7,358千円（（１）４校、（２）３事業）
　令和６年度　7,812千円（（１）11校、（２）４事業）
　令和７年度　8,962千円（（１）４校、（２）６事業）（見込み）

　※その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金

款 教育費

項 社会教育費

目 文化振興費

前年度当初予算額 8,962 

本年度要求額 5,603 

総務部長段階査定額 5,209 

企０１０ 項　　目　　名

予算書項目 文化振興費 ページ 277

企画推進部
文化交流課年度 R8



文化芸術推進事業補助金
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 6,364 

諸収入 0 

その他 0 計 8,080 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,716 

地方債 0 

その他 6,364 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 8,080 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3301

【事業の経過及び背景】
　本市では、様々な分野の文化芸術団体や伝統文化の保存団体などが活動を行っている。地
域の文化芸術活動の持続・発展に向けて、これら市民主体の活動を促進していく必要があ
る。

【事業の目的及び効果】
　市民による文化芸術に関する活動や、伝統文化の保存活動に対する支援を行うことによ
り、地域の文化芸術活動の持続・発展につなげる。

【事業の内容】
（１）童謡唱歌100曲マラソン事業
　　　童謡・唱歌の普及を図るとともに、音楽団体間の交流と親睦を促進する。
（２）文化芸術活動支援補助金
　　　文化芸術団体が実施する事業に対し支援を行い、活動の継続と発展を図る。
（３）アートスタート活動支援事業補助金
　　　０歳から就学前の乳幼児を対象とした公演等を支援し、次世代育成を図る。
（４）伝統郷土芸能保存用具整備事業補助金
　　　伝統郷土芸能団体の活動に必要な用具の補修等を支援し、保存継承を図る。

【事業の実績】
　令和５年度 18件
　令和６年度 19件
　令和７年度 17件（見込み）

　※その他の財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金

款 教育費

項 社会教育費

目 文化振興費

前年度当初予算額 10,377 

本年度要求額 8,080 

総務部長段階査定額 8,080 

企０１１ 項　　目　　名

予算書項目 文化振興費 ページ 277

企画推進部
文化交流課年度 R8

舞台芸術Ｘ地域活性化事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 2,082 

諸収入 0 

その他 0 計 2,082 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 2,082 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,082 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3201

【事業の経過及び背景】
　鳥の劇場は、演劇を中心に多彩なプログラムを提供する鳥の演劇祭を開催するなど、本市
の文化芸術の振興、地域の賑わい創出などに寄与している。本市は、鳥の劇場、県、地域と
連携し、鳥の劇場の舞台芸術を核とした地域活性化に向けた取組を推進している。

【事業の目的及び効果】
　他地域にはない固有の資源である鳥の劇場、舞台芸術を生かした人材育成、交流促進、賑
わい創出などの取組を一体的に推進することにより、演劇を起点とした文化芸術の振興と関
係人口等の増加を図る。

【事業の内容】
　鳥の劇場を主会場とする鳥の演劇祭の開催支援。

【事業の実績】
　令和５年度　文化交流拠点施設等整備事業他  　58,748千円
　　　　　　　鳥の演劇祭開催支援　　　　　 　　1,000千円
　令和６年度　文化交流拠点施設等整備事業他 　123,114千円
　　　　　　　鳥の演劇祭開催支援　　　　　　　 2,500千円
　令和７年度　文化交流拠点施設等整備事業他　　29,948千円（見込み）
　　　　　　　鳥の演劇祭/ＢｅＳｅＴｏ開催支援　2,500千円（見込み）

　※その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金

款 教育費

項 社会教育費

目 文化振興費

前年度当初予算額 32,448 

本年度要求額 2,082 

総務部長段階査定額 2,082 

企０１２ 項　　目　　名

予算書項目 文化振興費 ページ 277

企画推進部
文化交流課年度 R8



麒麟のまち日本遺産魅力発信推進事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 1,200 

諸収入 0 

その他 0 計 14,473 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 6,636 

地方債 0 

その他 1,200 

一般財源 6,637 

その他財源の内訳

市長段階査定額 14,473 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3301

【事業の経過及び背景】
　令和元年５月の「日本遺産」認定を受け、麒麟のまち圏域１市６町とその観光協会、一般
社団法人麒麟のまち観光局で設立した「日本遺産『麒麟のまち』推進協議会」を中心に麒麟
のまち圏域の活性化に向けて情報発信や普及啓発などの取組を推進している。

【事業の目的及び効果】
　日本遺産ストーリーや構成文化財の情報発信、来訪者の受入体制の充実などに取り組むこ
とにより、麒麟のまち圏域への来訪者の増加、圏域内での周遊の促進、住民意識の高揚を図
ることで、圏域の活性化につなげる。

【事業の内容】
　日本遺産ストーリー構成文化財等を活用した誘客事業などの強化に取り組むとともに、日
本遺産「麒麟のまち」推進協議会が実施する情報発信、商品造成、普及啓発などの事業に要
する経費を補助する。

【事業の実績】
　令和５年度　　 2,400千円
　令和６年度　　 3,600千円
　令和７年度　  18,844千円（見込み）

　※その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金

款 教育費

項 社会教育費

目 文化振興費

前年度当初予算額 18,844 

本年度要求額 14,473 

総務部長段階査定額 14,473 

企０１３ 項　　目　　名

予算書項目 麒麟のまち日本遺産魅力発信推進事業費 ページ 277

企画推進部
文化交流課年度 R8

出会い・つながり・花ひらく文化芸術推進事業費
新規
事業 ○

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 20,322 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 10,161 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 10,161 

その他財源の内訳

市長段階査定額 20,322 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3301

【事業の経過及び背景】
　文化芸術の薫りあふれるまち鳥取市を目指し、様々な文化芸術施策を推進しているところ
であり、コロナ禍以降は芸術家等への支援を重点的に行ってきた。今後は、次世代育成の取
組や、芸術家等の自立に向けた取組を進めていく必要がある。

【事業の目的及び効果】
　様々な文化芸術活動を行う芸術家、芸術家団体が次世代育成の取組や幅広く芸術に触れ合
う機会を創出するなど、より多くの市民が文化芸術に出会い、つながり、豊かな心や興味が
花ひらくよう本市の文化芸術の振興を進める。

【事業の内容】
・鳥取市芸術家バンク登録者活動促進事業委託
　芸術家バンク登録者を学校等に派遣し、文化芸術体験を行う。
・未来創造アートプロジェクト委託事業
　若者協働による美術展を開催し、若い芸術家の意欲向上を図る。
・演劇による次世代育成事業
　演劇を活用したワークショップ等により、次世代育成を図る。
・花ひらく次世代育成事業
　０歳から高校生を対象とした文化芸術体験による、次世代育成を図る。
・アートマネジメント講座委託事業
　文化芸術団体や市民を対象とした講座等を開催し、文化芸術へのつながりを創出する。

款 教育費

項 社会教育費

目 文化振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 20,322 

総務部長段階査定額 20,322 

企０１４ 項　　目　　名

予算書項目 出会い・つながり・花ひらく文化芸術推進事業費 ページ 277

企画推進部
文化交流課年度 R8



鳥取城跡周辺日本遺産にぎわい形成事業費
新規
事業 ○

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 3,960 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,980 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,980 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,960 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3301

【事業の経過及び背景】
　鳥取城跡周辺エリアは、中ノ御門全体復元や仁風閣の改築などの取組により、今後も鳥取
城跡と太閤ヶ平への注目が集まることが想定される。日本遺産の構成文化財でもある鳥取城
跡の周辺エリアのにぎわいにつなげる誘客への取組が求められる。

【事業の目的及び効果】
　鳥取城跡周辺のにぎわいを形成するため、今後整備予定のビジターセンターにおける誘客
の取組を進めることで、関係人口の増加と日本遺産「麒麟のまち」の理解と深化につなげ
る。

【事業の内容】
　ビジターセンターにおける麒麟獅子３Ｄ情報発信
　麒麟獅子頭３Ｄデータ取得事業　　 3,960千円

款 教育費

項 社会教育費

目 文化振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 3,960 

総務部長段階査定額 3,960 

企０１５ 項　　目　　名

予算書項目 鳥取城跡周辺日本遺産にぎわい形成事業費 ページ 277

企画推進部
文化交流課年度 R8

市民会館施設管理費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 44,967 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,564 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 43,403 

その他財源の内訳

市長段階査定額 44,967 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021

【１２次総の施策体系】3301

【事業の経過及び背景】
　1967年（昭和42年）から鳥取市民会館の運営を行っており、市民の文化芸術活動の拠点の
一つとなっている。2010年（平成22年）に耐震改修などを実施したものの、老朽化が進行し
ていることから、適正な維持管理と併せて今後の方向性を検討する必要がある。

【事業の目的及び効果】
　市民の文化芸術活動などの拠点の１つとして市民会館の適正な管理運営を行うことによ
り、施設の機能維持を図ることで、利用者の安全・安心や利便性の確保につなげる。

【事業の内容】
　鳥取市民会館の管理運営業務
　指定管理者：一般財団法人　鳥取市教育福祉振興会
　（期間：令和６年４月１日～令和11年３月31日）
　・指定管理（鳥取市教育福祉振興会）による市民会館の適切な管理運営
　・空調等改修工事、バリアフリー改修実施設計等

　財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

【事業の実績】
　令和５年度　　45,537人
　令和６年度　　43,224人
　令和７年度　　52,000人（見込み）

款 教育費

項 社会教育費

目 市民会館管理費

前年度当初予算額 47,538 

本年度要求額 317,431 

総務部長段階査定額 44,967 

企０１６ 項　　目　　名

予算書項目 施設管理費 ページ 279

企画推進部
文化交流課年度 R8



国際交流プラザ管理運営費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 8,698 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 8,698 

その他財源の内訳

市長段階査定額 8,698 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】国際交流プラザ 0857-31-3253

【１２次総の施策体系】2304

【事業の経過及び背景】
　日本人住民と外国人住民の相互理解や国際交流を促進するため、1997年（平成９年）から
国際交流プラザの運営を行っている。本市の多文化共生のまちづくりを推進するうえで、今
後も中心的な役割を担うことが期待されている。

【事業の目的及び効果】
　本市における国際交流・多文化共生の推進の拠点として当該施設を運営することにより、
市民の国際意識の醸成、相互理解の増進を図ることで、地域における共生意識の醸成につな
げる。

【事業の内容】
　英語及び中国語担当職員を配置し、外国人住民向けの情報発信や相談業務、国際理解講座
などの運営を行う。

【事業の実績】
　令和５年度　1,313件　17,026人
　令和６年度　1,459件　18,365人
　令和７年度　1,463件　20,213人（見込み）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 8,039 

本年度要求額 8,698 

総務部長段階査定額 8,698 

企０１７ 項　　目　　名

予算書項目 国際交流プラザ運営費 ページ 167

企画推進部
国際交流プラザ年度 R8

在住外国人支援事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 201 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 201 

その他財源の内訳

市長段階査定額 201 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】国際交流プラザ 0857-31-3253

【１２次総の施策体系】2304

【事業の経過及び背景】
　「世界に開かれた交流都市鳥取」の理念のもと、国際交流の推進、国際感覚豊かな人づく
りや多文化共生のまちづくりに取り組んでいる。日本人住民も外国人住民も多文化共生の意
義を理解し、互いに安心・安全に暮らしていくため、地域における共生意識の醸成に向けた
取組が求められている。

【事業の目的及び効果】
　外国人住民の日本語習得に対する支援や交流機会を創出することにより、外国人住民の日
本社会に対する理解の推進を図ることで、地域における共生意識の醸成につなげる。

【事業の内容】
（１）日本語ボランティアの登録促進、日本語指導ボランティア登録者への講習会の開催
　など資質の向上を図る。
（２）外国人住民を含めた市民が交流する談話会「にほんごカフェ」を実施する。

【事業の実績】
　令和５年度　日本語ボランティア活動者　45人
　　　　　　  講習会（１回）参加人数　  ９人
　令和６年度　日本語ボランティア活動者　27人
　　　　　　  講習会（１回）参加人数　　５人
　　　　　　  にほんごカフェ（13回） 　 99人
　令和７年度　日本語ボランティア活動者　25人
　　（見込み）講習会（１回）参加人数 　 10人
　　　　　　  にほんごカフェ（14回）   100人

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 201 

本年度要求額 201 

総務部長段階査定額 201 

企０１８ 項　　目　　名

予算書項目 国際交流プラザ運営費 ページ 167

企画推進部
国際交流プラザ年度 R8



市民国際理解推進事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 311 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 311 

その他財源の内訳

市長段階査定額 311 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】国際交流プラザ 0857-31-3253

【１２次総の施策体系】2304

【事業の経過及び背景】
　「世界に開かれた交流都市鳥取」の理念のもと、国際交流の推進、国際感覚豊かな人づく
りや多文化共生のまちづくりに取り組んでいる。日本人住民も外国人住民も多文化共生の意
義を理解し、互いに安心・安全に暮らしていくため、地域における共生意識の醸成に向けた
取組が求められている。

【事業の目的及び効果】
　市民が外国の言語や生活文化・習慣などについて学ぶ機会を創出することにより、国際感
覚の醸成や外国人住民に対する理解の推進を図ることで、地域における共生意識の醸成につ
なげる。

【事業の内容】
　国際交流プラザで国際理解講座（国際クッキング教室、講演会、ミニ講座、展示会）や交
流イベントの開催、外国語講座（韓国語、ドイツ語、中国語）などを実施する。

【事業の実績】
（１）国際理解講座（参加人数）
　　　　令和５年度　　33人
　　　　令和６年度　　28人
　　　　令和７年度　　50人（見込み）
（２）語学講座（受講人数）
　　　　令和５年度　　46人
　　　　令和６年度　　43人
　　　　令和７年度　　44人

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 311 

本年度要求額 311 

総務部長段階査定額 311 

企０１９ 項　　目　　名

予算書項目 国際交流プラザ運営費 ページ 167

企画推進部
国際交流プラザ年度 R8

地域情報化推進費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 802 

その他 0 計 30,057 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 2,900 

その他 802 

一般財源 26,355 

その他財源の内訳

市長段階査定額 30,057 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026
【１２次総の施策体系】0102
【事業の経過及び背景】
　地域情報化推進のため、通信ネットワーク、携帯電話、コミュニティＦＭなどの情報通信
基盤及び行政サービスを提供してきた。

【事業の目的及び効果】
　地域情報化推進のため、情報化に関する情報収集を行うとともに、総合行政ネットワー
ク、鳥取情報ハイウェイ市町村アクセス網、地域イントラネット、公衆無線ＬＡＮ、携帯電
話用鉄塔等の各種情報通信基盤及び情報提供システム等の適切な管理を行う。
　① 市民、地域とのコミュニケーションの促進
　　・公共施設、地区公民館等のインターネット環境及び公衆無線ＬＡＮ環境整備
　　・「地域ふれあいサイト」（地区ホームページ）の運用
　　・コミュニティスタジオの管理
　② 学校施設における快適な情報教育環境の実現
　　・インターネット環境整備
　③ ＩＣＴを活用した各種行政サービスの提供による市民の利便性の向上
　　・「とっとり施設予約サービス」の管理
　④ 携帯電話鉄塔・伝送路の維持管理
　⑤ コミュニティＦＭ中継局の維持管理
　⑥ デジタルデバイド対策事業

【事業の内容】
（１）地域イントラネット(学校、地区公民館等拠点接続)、公衆無線ＬＡＮの整備及び管理
（２）とっとり施設予約サービスの管理
（３）電柱共架設備の管理（イントラネット関係、総合行政ネットワーク関係）
（４）携帯電話用鉄塔・伝送路の借地維持管理

【事業の実績】
　令和５年度　　28,986千円
　令和６年度　　33,143千円
　令和７年度　　32,102千円（見込み）

　※その他財源の諸収入は、携帯電話伝送路使用料、コミュニティＦＭ中継局設備使用料

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 32,102 

本年度要求額 31,159 

総務部長段階査定額 30,057 

企０２０ 項　　目　　名

予算書項目 地域情報化推進費 ページ 167

企画推進部
デジタル戦略課年度 R8



超高速情報通信基盤整備事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 131,603 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 131,600 

その他 0 

一般財源 3 

その他財源の内訳

市長段階査定額 131,603 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026

【１２次総の施策体系】0102

【事業の経過及び背景】
　市民生活に必要不可欠な社会基盤の１つとして超高速情報通信網が必要となったことを受
け、本市が所有する有線テレビジョン放送施設の光化を年次的に実施してきた。

【事業の目的及び効果】
　本市が所有する有線テレビジョン放送施設の耐災害性強化、老朽化及び高速化対応のた
め、有線テレビジョン放送施設のＦＴＴＨ化を実施し、令和５年度末に全エリアの幹線及び
局舎の整備が完了した。今後は、旧設備からの切替を行い、切替が完了したエリアより順
次、旧設備の撤去を進めていく。

【事業の内容】
　旧設備から切り替えるための引込・宅内修繕を実施するとともに、切替が完了したエリア
より順次、旧設備の撤去を実施する。
　旧ＣＡＴＶ設備撤去　青谷町
　引込宅内修繕　　　　用瀬町、佐治町、気高町、鹿野町

【事業の実績】
　令和５年度　引込宅内修繕　　　　　　　　　　　　　　　　224,246千円
　　　　　　　ＣＡＴＶ設備光化【国府町西部・河原町】　　1,162,788千円
　令和６年度　引込宅内修繕　　　　　　　　　　　　　　　　240,582千円
　　　　　　　旧ＣＡＴＶ設備撤去【河原町】　　　　　 　　　56,639千円
　令和７年度　引込宅内修繕　　　　　　　　　　　　　　　　176,011千円（見込み）
　　　　　　　旧ＣＡＴＶ設備撤去【国府町】　　　　　 　　　58,110千円（見込み）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 286,901 

本年度要求額 131,603 

総務部長段階査定額 131,603 

企０２１ 項　　目　　名

予算書項目 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 167

企画推進部
デジタル戦略課年度 R8

次期基幹システム構築事業費
新規
事業 ○

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 52,688 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 52,688 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 52,688 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】情報システム係 0857-30-8027

【１２次総の施策体系】0103

【事業の経過及び背景】
　地方公共団体情報システムの標準化に関する法律の制定により、地方公共団体における事
務処理内容の共通性や住民利便性の向上、地方行政運営の効率化の観点から、対象となる住
民基本台帳、個人住民税等の20業務のシステムを標準準拠システムへ移行することとなっ
た。その移行期限は令和７年度末と定められていたが、期限までに移行が完了しないシステ
ム（特定移行支援システム）が全国的に多くあることなどにより、国は、移行期限を令和12
年度末に延長した。
　本市においても、対象20業務全てが事業者都合により特定移行支援システムとなったこと
から、令和10年度の移行に向けて取組を進める。

【事業の目的及び効果】
　令和10年度に国が示す標準準拠システムの仕様に適合したシステムへの移行及び環境構築
を実施し、行政運営の効率化とサービス品質の向上を目指す。

【事業の内容】
（１）標準準拠システムへの移行事業者の選定
（２）ガバメントクラウドの利用環境整備
（３）ガバメントクラウド接続に伴う庁内ネットワーク整備
（４）標準準拠システムと関連業務システムの連携方針検討

【事業の実績】
　令和６年度　1,333千円
　令和７年度　    0千円

款 総務費

項 総務管理費

目 電算処理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 58,166 

総務部長段階査定額 52,688 

企０２２ 項　　目　　名

予算書項目 住民情報システム管理費 ページ 173

企画推進部
デジタル戦略課年度 R8



鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推進協議会事業費
新規
事業

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 18,286 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 18,286 

その他財源の内訳

市長段階査定額 18,286 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026

【１２次総の施策体系】0103

【事業の経過及び背景】
　鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推進協議会会則（平成27年５月12日施行）
　         　  〃　     　　広域連携協約（平成28年４月１日締結）
　鳥取市と鳥取県との間の地方公共団体における情報通信技術の共同化に関する事務の委託
に関する規約（平成29年４月１日施行）

【事業の目的及び効果】
　会員が相互に連携・共同した取組により、人口減少社会に対応する行政体制の維持、事務
の効率化を目指し、業務や情報システムの標準化、共同化による経費削減のほか、情報シス
テム運用上の安全性の確保、人材育成等に資することを目的とする。
　名称：鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推進協議会　会員の構成：鳥取県、鳥取県内市町村

【事業の内容】
（１）全会員または特定の会員が共同で取り組む情報システムの整備及び運用等に関する
　　　こと
（２）情報セキュリティに係る脅威に対する適切な対策に関すること
（３）行政職員におけるＩＣＴ分野の人材育成に関すること
（４）その他協議会の目的達成に必要な事業
　① 行政イントラシステム（協議会調達）利用期間：R4.12～R9.11
　② 電子申請・届出システム（協議会調達）利用期間：R5.4～R10.3
　③（鳥取・岡山）自治体セキュリティクラウド（鳥取県調達）利用期間：R4.4～R9.3
　④ インターネット回線の共同調達（鳥取県調達）利用期間：③と同じ
　⑤ 統合型ＧＩＳ（協議会調達）利用期間：R8.4～R13.3

【事業の実績】
　令和５年度　　11,378千円
　令和６年度　　11,562千円
　令和７年度　　22,148千円（見込み）

款 総務費

項 総務管理費

目 電算処理費

前年度当初予算額 24,748 

本年度要求額 18,286 

総務部長段階査定額 18,286 
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自治体行政スマート事業推進費
新規
事業 ○

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 7,606 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 7,606 

その他財源の内訳

市長段階査定額 7,606 

区　　分 本年度予算額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026

【１２次総の施策体系】0103

【事業の経過及び背景】
　多様化する市民サービスと労働力不足の課題への対策として、ＩＣＴ技術を利用した次世
代情報システムの導入に向けた調査・検討を進めてきた。

【事業の目的及び効果】
　多様化する市民サービスと労働力不足の課題への対策として、ＩＣＴ技術を利用した次世
代情報システム（ＡＩ、ＲＰＡ）を活用し、行政事務の効率化と市民サービスの向上を図る
とともに、これまで人手で行ってきた業務に対し次世代情報システムの利用及び行政手続の
オンライン化を進めることで、事務の省力化、効率化、高速化を実現し、職員負担の軽減に
よる働き方改革につなげる。

【事業の内容】
（１）ＲＰＡツールの運用
　　ＲＰＡを活用した事務の自動化により事務の効率化を進め、職員の負担軽減を図る。
（２）ＡＩツールの運用
　　会議の議事録作成や紙文書のデータ化にＡＩを活用し事務の効率化を進め、職員の負
　担軽減を図る。
（３）行政手続のオンライン化
　　マイナポータル経由で受付した電子申請情報を住民情報系システムに取込を行うこと
　で、行政手続の効率化を図る。
（４）Ｗｅｂ会議システムの運用

【事業の実績】
　令和５年度　　35,976千円
　令和６年度　　 7,873千円
　令和７年度　　 7,894千円（見込み)

款 総務費

項 総務管理費

目 電算処理費

前年度当初予算額 7,894 

本年度要求額 14,324 

総務部長段階査定額 7,606 
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